資料2　共同実施事業要求水準書
1　業務の目的
本町と選定事業者が、環境省補助金の第1号事業・四次公募（第2期締切）を活用し、公共施設等について太陽光発電設備等の導入可能性を施設単位で評価する。設備容量、発電量、自家消費量、CO₂削減量、概算事業費、経済性、導入方式及び施設ごとの制約条件を整理し、候補施設の抽出、一次評価、導入優先順位及びロードマップを作成する。本業務は導入可能性調査であり、基本設計、実施設計、施工計画、建築確認その他設備導入のための最終的な設計及び法定手続を行うものではない。採択・不採択、交付決定の有無又は補助金の減額にかかわらず、本町は本事業の実施経費を負担しない。ただし、本町の帰責事由に基づく損害賠償及び補助金返還等の責任を免除するものではない。不採択又は交付決定に至らなかった場合の実施の可否、範囲、方法及び工程は、双方の誠実な協議により決定する。
	実装事業との切分け　本事業は調査・計画策定及び次段階の発注資料作成を目的とし、設備導入工事その他の実装業務の受注者を選定するものではない。実装業務を行う場合は別途プロポーザル等により事業者を選定し、本事業で選定されたことによる受注権、優先交渉権その他の権利は付与しない。



2　背景・目標
上牧町地球温暖化防止実行計画（事務事業編）は、令和5年度から令和12年度を計画期間とし、令和3年度比31.1％の温室効果ガス削減を目標としている。
基準年度の温室効果ガス排出量の約6割が電力使用に起因するため、需要削減と再生可能エネルギー導入を一体で検討する。
環境省『令和7年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業）』第1号事業・四次公募（第2期締切）の趣旨及び採択・交付条件との整合を図る。
3　対象施設
対象施設及び調査範囲は、候補者決定後、補助金応募申請までに、本町と選定事業者が補助制度所定の調査対象施設リストを用いて一次スクリーニングを行い、本町が選定・承認する。一次スクリーニングでは、残存耐用年数が20年以上であること、耐震性を十分に有すること、積載荷重を確認できる書類等があること、建物又はその周囲に十分な設置スペースがあること、休廃止・統廃合及び改修の状況・見込みを踏まえて太陽光発電設備を一定期間設置できること又は困難事由へ対応できる見込みがあること、施設所管部署の合意があること並びに過去の対象補助事業による重複調査に該当しないことを確認する。調査対象は補助事業計画及び交付決定内容の範囲内で確定し、資料不足等が判明した場合は、補助対象要件を踏まえて対象からの除外、代替施設の選定又は調査方法及び調査深度の調整を協議する。


	施設情報として町が提供予定の資料
	有無・備考

	上牧町公共施設等への太陽光発電設備等導入計画策定事業の調査施設リスト
	本町又は指定管理者等が保有し、本町が合理的に取得・提供できる範囲で提供

	建築図面、竣工図一式（増改築・改修を行っている場合は、その関係図書を含む）
	本町又は指定管理者等が保有し、本町が合理的に取得・提供できる範囲で提供

	直近2年度分の30分値デマンドデータ及び電力契約情報
	本町が、保有し又は合理的に取得できる範囲で年度ごとに整理して提供。全部又は一部を取得できない場合は、電力使用量、請求書、月別最大需要電力その他代替可能な資料を提供し、算定方法を双方で協議する。

	電気設備に関する図面（最新の単線結線図を含む）
	本町又は指定管理者等が保有し、本町が合理的に取得・提供できる範囲で提供

	長寿命化計画、再編・改修・廃止予定
	本町又は指定管理者等が保有し、本町が合理的に取得・提供できる範囲で提供





3.1　代表申請者と共同申請者の役割
	主体
	主な役割

	選定事業者（代表申請者・補助事業者）
	GビズIDプライム及びJグランツ申請環境の確保、応募申請、交付申請、調査・計画策定、経費管理、補助金受領、実績報告、年度事業報告、会計検査等への対応及び事業費負担を主体的に行う。補助事業完了後は本町と連携し、制度所定の期間、導入予定及び進捗状況の報告に必要な対応を行う。

	上牧町（共同申請者・共同実施者）
	対象施設の選定・承認、施設所管部署及び指定管理者等との調整、本町が保有する資料の提供、指定管理者等が保有する資料の提供依頼、直近3年度分の30分値デマンドデータ及び電力契約情報の用意・提供（取得できない場合の代替資料の提供を含む）、施設立入り調整、調査結果・成果物の確認及び設備導入に向けた検討を行う。補助事業完了年度の終了後おおむね3年間を目安として、選定事業者と連携し、導入予定及び進捗状況を継続的に報告・公表する。



選定事業者が調査実務を主体的に行う場合であっても、本町は共同申請者として上記の役割を履行する。双方は、近畿環境局、執行団体又は奈良県からの確認、ヒアリングその他の求めに連携して対応する。
4　業務内容
4.1　業務計画・資料収集
業務実施計画書、工程表、体制表、連絡体制及び品質管理計画の作成
関連計画、施設資料、電力データ、ハザード情報、法規制、系統制約等の整理
算定条件、採用単価、排出係数、劣化率、割引率等の前提一覧の作成
4.2　現地調査及び一次スクリーニング
屋根・屋上、遊休地、駐車場等の設置候補箇所、方位、面積、日影、障害物、搬入・施工動線の確認
建築年、構造種別、屋根形式、既存構造計算書等の有無、防水仕様、改修・漏水履歴及び目視可能な劣化状況の一次確認
受変電設備、契約電力、余力、連系点、配線経路、接地、保安管理体制の確認
浸水、土砂、風、積雪、地震等のハザード及び避難所・防災拠点機能の確認
調査結果を、現時点で導入可能性が高い、条件付きで導入可能性がある、追加調査が必要、現時点では導入困難又は資料不足により判断不能の5区分で整理し、その理由及び次段階で確認すべき事項を明示する。



4.2.1　構造に関する一次確認
建築確認図書、構造図、既存構造計算書、耐震診断書及び耐震改修資料等の有無を確認する。
建築年、構造種別、新旧耐震基準の区分、屋根形式及び耐震改修履歴を整理する。
既存構造計算書等に屋根積載荷重その他の設計条件が記載されている場合は、当該条件と想定する太陽光発電設備、架台及び基礎等の単位面積当たり荷重を比較する。
目視可能な範囲における著しい変形、損傷、腐食その他の異常を確認する。
既存構造計算書等が存在しない場合又は必要な情報を確認できない場合は、推測によって構造安全性を確定せず、資料不足の内容、詳細構造計算の要否及び次段階で確認すべき事項を明示する。
4.2.2　防水に関する一次確認
屋根材及び防水層の種類、施工時期、防水改修・修繕履歴並びに雨漏り・漏水履歴を、既存資料及び施設管理者への聞き取りにより確認する。
目視可能な範囲における、ふくれ、破れ、ひび割れ、剥離、腐食、劣化、水たまり、排水不良及びドレン周辺の状態を確認する。
想定する設備設置工法と既存屋根又は防水層との関係、設備設置前若しくは同時の改修又は将来改修時の設備の一時撤去・再設置の可能性を一次的に整理する。
詳細な防水調査、防水改修又は改修設計が必要と考えられる場合は、その理由及び次段階で確認すべき事項を明示する。
4.2.3　構造・防水に関する業務範囲
本業務における構造及び防水の確認は、既存資料、施設管理者への聞き取り及び目視可能な範囲に基づく一次調査・概略検討とする。
本業務には、建物全体の新規構造計算、部材ごとの応力度計算、地震力・風圧力・積雪荷重等を含む詳細構造解析、新規耐震診断、耐震・構造補強設計、構造安全性の証明若しくは保証又は建築士による最終的な設置可否の判定を含まない。
本業務には、防水層の付着力試験、厚さ測定、含水率測定、赤外線調査、散水・水張り試験、破壊調査、防水改修設計又は防水性能若しくは残存耐用年数の証明・保証を含まない。
詳細な構造検討及び防水性能の最終確認は、後続する基本設計、実施設計又は設備導入事業において、採用設備、架台、基礎及び工法を確定した上で行うものとする。
4.3　導入可能量・効果算定
施設ごとに、物理的設置可能面積、方位、傾斜、日照、障害物、点検通路、離隔距離、想定モジュール・架台、電力需要、受変電設備、構造・防水の一次確認結果及び事業性を考慮し、概略設備容量、年間発電量、需要との同時性、自家消費量、余剰電力量及び自家消費率を算定する。
CO₂削減量は、使用する排出係数及び算定年度を明示し、国・県・町の計画と比較できる形で示す。
標準的な結晶シリコン型に加え、荷重制約等がある場合は軽量型その他の代替技術を、性能・耐久性・保証・費用・調達可能性により比較する。特定製品を前提としない。
屋根設置、地上設置、ソーラーカーポート等を候補地の条件に応じて比較する。
容量は、想定モジュールを用いた概略配置又は物理的設置可能面積に合理的な面積原単位を乗じて算定し、モジュール仕様、離隔条件、面積原単位その他の前提条件を明示する。
本業務で算定する容量は、導入可能性を検討するための概略容量であり、詳細構造計算によって保証された最大搭載可能容量又は実施設計に基づく確定容量ではない。
4.4　蓄電池・レジリエンス検討
平常時のピーク抑制、自家消費率向上及び電気料金削減の効果を試算する。
非常時の供給対象負荷、必要電力・電力量、運転時間、切替方式及び運用手順を整理する。
消防法令、設置環境、熱暴走対策、保守、更新及び廃棄を含む安全性を整理する。
4.5　事業手法・経済性比較
自己所有、PPA、リースその他実行可能な方式について、初期費用、町負担、契約期間、電気料金、資産・税務、リスク分担、契約終了時の取扱いを比較する。
概算事業費、維持管理費、更新費、撤去・リサイクル費、電気料金削減額、単純回収年数及び必要に応じNPV等を算定する。
第1号事業・四次公募（第2期締切）に係る補助対象経費、補助率2分の1、補助上限、共同実施条件、交付決定前着手禁止等の留意事項を整理する。
感度分析として、電気料金、設備費、発電量及び排出係数の変動が結果に与える影響を示す。
4.6　維持管理・法令・出口戦略
遠隔監視、定期点検、緊急時対応、電気主任技術者との連携、保証請求、発電実績管理の要求水準を整理する。
関係法令、条例、系統連系、建築・消防・電気保安、近隣配慮及び施工時の施設運営継続条件を整理する。
設備更新、契約終了、撤去、再資源化及び廃棄費用の負担を明確化する。
4.7　優先順位・ロードマップ
導入効果、安全性、実現性、経済性、レジリエンス、施設寿命及び地域裨益の観点で施設を評価し、短期・中期の導入優先順位を示す。評価ロジック及び根拠データを町が更新可能な形式で納品する。
4.8　次段階の発注仕様書（案）
優先施設について、方式中立の要求水準書又は発注仕様書（案）を作成する。最低限、対象範囲、性能保証、構造・防水、電気、安全、工事、運転開始試験、監視・保守、非常時運用、データ、契約終了、撤去及び責任分界を含む。特定の製品、工法又は事業者でなければ履行できない条件は、客観的な必要性がある場合を除き設定しない。
4.9　実装公募に使用できる成果データ
施設ごとの調査結果、写真、測定値、前提条件及び判断根拠を、第三者が追跡・検証できる形で整理する。
配置候補図、単線結線図、配線経路、連系点、搬入・仮設計画、施工制約及び概算工程を、次段階の提案条件設定に使用できる精度で作成する。
仕様書案、計算モデル、図表及び施設別データは、町が修正・再利用できる形式で納品する。実装公募で競争上必要となる情報は、町が全参加者に同一条件で開示できるよう整理する。
4.10　施設別判定及び調査結果の位置付け
対象施設ごとに、確認資料、建築年、構造種別、屋根形式、既存構造計算書等の有無、確認可能な屋根積載荷重、想定設備荷重、防水仕様、改修・漏水履歴、目視結果、追加調査の要否及び次段階への引継事項を記載する。
[bookmark: _GoBack]施設別判定は、(1)現時点で導入可能性が高い、(2)条件付きで導入可能性がある、(3)追加調査が必要、(4)現時点では導入困難、(5)資料不足により判断不能、の5区分とし、判断根拠を明示する。
本業務の施設別評価、概略設備容量、概略配置、概算事業費、経済性及び構造・防水の確認結果は、既存資料、現地調査及び本業務で設定した前提条件に基づく導入可能性調査の結果であり、設備の設置可否、構造安全性、防水性能、発電量又は事業採算性を最終的に保証するものではない。
設備を実際に導入する場合は、後続する基本設計、実施設計又は設備導入事業において、最新の施設状況、採用設備、架台、基礎、工法及び関係法令を踏まえ、必要な詳細調査、構造計算、設計、関係機関との協議及び法定手続を実施するものとする。
前二項は、選定事業者の故意又は過失による調査漏れ、計算誤り、成果品の不整合その他本要求水準書又は提案内容に適合しない成果について、選定事業者の責任を免除するものではない。
5　成果物
	成果物
	形式・数量

	業務実施計画書・工程表
	電子データ、必要に応じ紙1部

	施設別調査票・写真台帳・一次スクリーニング結果（構造・防水上の留意事項及び5区分判定を含む）
	Excel等の編集可能形式及びPDF

	発電・需要・CO₂・経済性計算モデル
	数式を保持したExcel等

	導入可能性調査報告書・概要版
	Word等の編集可能形式及びPDF

	導入優先順位・ロードマップ
	編集可能形式及びPDF

	次年度以降の発注仕様書（案）
	Word等の編集可能形式及びPDF

	打合せ記録・説明資料
	編集可能形式及びPDF



6　打合せ・品質管理
選定事業者は、本業務の着手時、中間時及び最終時を含め、原則として月1回程度、本町と打合せを行うものとする。開催時期、回数及び方法については、業務の進捗状況を踏まえ、本町と選定事業者が協議して定める。
打合せ記録は、原則として本町が作成及び管理し、選定事業者に共有する。選定事業者は、その内容を確認し、修正又は補足が必要な場合は、共有を受けた日から原則3開庁日以内に本町へ申し出るものとする。
選定事業者は、計算、転記、施設情報、設備容量の算定その他の成果品の誤りを防止するため、成果品の作成者とは別の者による照査を行うものとする。選定事業者は、照査を完了した成果品及び照査記録を本町へ提出し、本町の確認を受けるものとする。
本町による確認は、成果品の仕様への適合性、記載内容及び本町が提供した施設情報等との整合性を確認するものであり、選定事業者が行うべき技術的照査又は成果品の正確性に関する責任を代替するものではない。本町から修正、補足又は説明を求められた場合、選定事業者は、指定された期限までに必要な対応を行わなければならない。
7　情報管理・再委託
施設図面、電力データその他本町が指定する情報は、本事業の目的以外に利用せず、アクセス権限、保存場所、持出し、送信、廃棄及び事故時連絡を適切に管理する。
7.1　選定事業者が自ら実施する中核業務
本町との協議・調整、業務実施計画及び現地調査計画の策定、現地調査の統括、太陽光発電設備及び電気設備の技術検討、導入容量・発電量・自家消費量・CO₂削減量・経済性の算定、調査結果の総合判断、成果報告書の取りまとめ並びに成果に対する説明は、選定事業者が自ら実施しなければならない。
7.2　再委託を認める専門・補助業務
建築確認図書、構造図及び既存構造計算書等の専門的確認、建物構造・屋根荷重・防水・屋根に関する助言又は簡易評価、測量、特殊機材を使用する補助調査、CAD図面作成、既存図面の電子化その他本町が中核業務に該当しないと認める業務は、事前に本町の承認を得て再委託することができる。
再委託を行う場合は、再委託先、担当者、保有資格、業務範囲、再委託の必要性及び成果の確認方法を記載した書類を提出すること。
7.3　一括再委託等の禁止
本業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に再委託し、又は本業務の実質的な遂行を第三者に委ねてはならない。再々委託は原則として認めない。ただし、やむを得ない事情があり、本町が事前に書面で承認した場合は、この限りでない。
7.4　再委託に係る責任
再委託先の行為は選定事業者の行為とみなし、選定事業者は、再委託業務を含む成果の品質管理、総合評価、法令遵守、秘密保持、安全管理及び本町への説明について責任を負う。
8　その他
本要求水準書に定めのない事項又は疑義が生じた事項は、本町と選定事業者が協議して定める。補助制度の交付要綱、交付規程、公募要領、Q&A等と相違する場合は、当該制度の最新の正式文書及び執行団体の指示を優先する。
9　補助金採択等に伴う取扱い
調査事業は、補助事業の採択及び交付決定後に開始する。選定事業者は、確定した補助対象経費、自己負担額、調査範囲、成果物、工程、実績報告及び責任分担等を本町と確認し、交付決定内容及び本要求水準書に従って実施する。
	不採択時の取扱い　不採択又は交付決定に至らなかった場合は、双方誠意をもって実施の可否、範囲、方法及び工程を協議する。この場合も本町は本事業の実施経費を負担しない。協議成立前は双方に実施義務及び相手方に対する費用請求権は生じない。
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